
電子取引データの保存方法
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e-Tax & 国税庁HPの説明
確定申告書等作成コーナー  

確定申告書は国税庁HPで作成できます。 

　画面の案内に従って金額等を入力することにより、所得税や消費税
の申告書、青色申告決算書、収支内訳書等を作成することができま
す。  
　作成した申告書等は、e-Tax（電子申告）を利用して提出することが
できます。  
　また、印刷して郵送等により提出することもできます。 
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チラシについてはご自宅でお読みください 
• 「申告書の作成・送信は自宅で国税庁HPから！」



e-Tax & 国税庁HPの説明
国税庁HPでの申告書作成

国税庁 確定申告書等作成コーナー 
https://www.keisan.nta.go.jp/kyoutu/ky/sm/top#bsctrl 

確定申告書の作成(例題)に基づく実際の作成作業 

使用教材 
• 確定申告書の作成(例題)＆青色申告決算書 
• 所得税確定申告書B(上記例題の解答) 
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e-Tax & 国税庁HPの説明
国税庁HPでの申告書作成
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※令和４年分は令和4年1月4日から稼働予定



e-Tax & 国税庁HPの説明
申告書に添付・提示する書類　手引きpp.41-42
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e-Tax & 国税庁HPの説明
国税庁HPでの申告書作成

マイナンバー制度について 

126



マイナンバー制度について
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e-Taxのメリット 
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参考：振替納税について
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納期等の区分 法定納期限 振替日
確定申告 令和５年３月15日（水） 令和５年４月24日（月）

確定申告延納 令和５年５月31日（水） 令和５年５月31日（水）

［令和４年分 申告所得税及び復興特別所得税］

［令和４年分 消費税及び地方消費税］
納期等の区分 法定納期限 振替日

確定申告（原則） 令和５年３月31日（金） 令和５年４月27日（木）

［振替納税のメリット］ 
振替納税は金融機関の預貯金口座から自動的に引き落とされる便利な制度 
• 納期が約1ヶ月先になる 
• 現金を持ち歩かなくとも済む 
• 金融機関又は税務署に出向かなくても済む 
• うっかりミスによる無申告加算税が免除される場合もある



参考：振替納税について
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［振替依頼書及びダイレクト納付利用届出書(個人)のオンライン提出について］
　令和３年１月から、個人の方の振替依頼書及びダイレクト納付利用届出書が
ｅ－Ｔａｘで提出可能となりました。 
　パソコンやスマートフォンからｅ－Ｔａｘソフト（Ｗｅｂ版・ＳＰ版）に   
ログインし、入力画面に沿って必要事項を入力することにより、振替依頼書等
の記入や金融機関届出印の押印なしに、オンラインで振替依頼書等を提出でき
ます。 
　なお、振替依頼書等のオンライン提出においては、金融機関の外部サイト   
により利用者認証を行うので、電子送信時に電子署名及び電子証明書の添付は
不要となります。 
　振替依頼書は、納税者ご自身名義の預金口座のみご利用できます。（ご自身
以外の預金口座を利用することはできません。）



参考：所得税の場合の節税方法 
所得税の場合の節税方法は、青色申告の特典の利用に尽きる    

• たな卸資産の低価法による評価の選択(所令991)  
• 一括評価による貸倒引当金の設定(所法522)  
• 中小企業者の少額減価償却資産の取得価額の必要経費算入(措法28の2)  
• 青色申告特別控除(措法25の2)  
• 青色事業専従者給与の必要経費算入(所法571)  
• 純損失の繰越控除(所法701)  
• 純損失の繰戻しによる還付(所法140、141)  
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参考：所得税の場合の節税方法 
青色申告制度   
日々の取引を所定の帳簿に記帳し、その記帳に基づいて正しい 
申告をすることで、所得の計算などについて有利な取扱いが 
受けられる制度です。  

青色申告をすることができるのは、事業所得等のある方です。 
青色申告をしようとする方は、その年の3月15日までに  
「青色申告承認申請書」を所轄税務署に提出してください。  

その年の1月16日以後に新たに開業した方は、開業の日から
2か月以内に提出してください。  
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参考：所得税の場合の節税方法
主な青色申告の特典   
青色申告者には、数多くの特典がありますが、 その主なものは
次のとおりです。 

青色申告特別控除 
青色事業専従者給与の必要経費算入  
純損失の繰越しと繰戻し 
少額減価償却資産の取得価額の必要経費算入の特例  
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参考：所得税の場合の節税方法
青色申告特別控除   
青色申告者に対しては種々の特典がありますが、その一つに 
所得金額から最高65万円、55万円又は10万円を控除する 
という青色申告特別控除があります。 
※令和２年分から改正あり  
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参考：所得税の場合の節税方法
青色申告特別控除   
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控除額 適用要件

A 55万円

(1) 不動産所得又は事業所得を生ずべき事業を営んでいること 
(2) これらの所得に係る取引を正規の簿記の原則(一般的には
複式簿記)により記帳していること 

(3) (2)の記帳に基づいて作成した貸借対照表及び損益計算書
を確定申告書に添付し、この控除の適用を受ける金額を　
記載して、法定申告期限内に提出すること

B 65万円

上記Aの要件に該当していることに加え、次のいずれかに該当
していること 
(1) その年分の事業に係る仕訳帳及び総勘定元帳に　　　

ついて、電子帳簿保存を行っていること 
(2) その年分の所得税の確定申告書、貸借対照表及び　　

損益計算書等の提出を、確定申告書の提出期限までに
e-Taxを使用して行うこと

C 10万円 上記A及びBの要件に該当しない青色申告者



確定申告書作成に係る注意事項の確認
青色申告特別控除の適用要件  
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確定申告書作成に係る注意事項の確認
青色申告特別控除の適用要件  
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参考：所得税の場合の節税方法
青色事業専従者給与の必要経費算入    
青色申告者と生計を一にしている配偶者や15歳以上の親族で、
その事業に専ら従事している人(青色事 業専従者)に支払った 
給与は、あらかじめ納税地の所轄税務署に提出した届出書に 
記載された金額の範囲内で、青色事業専従者の労務の対価と 
して適正な金額であれば必要経費とすることができます。  
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参考：所得税の場合の節税方法
純損失の繰越しと繰戻し     
事業所得等が赤字となり、純損失が生じたときは、 その損失額
を翌年以後3年間にわたって各年分の所得 から差し引くことが
できます(純損失の繰越し)。  
また、前年も青色申告をしている場合は、純損失の繰越しに代
えて、その損失額を前年分の所得に繰り戻して控除し、前年分
の所得税の還付を受けることもできます(純損失の繰戻し)。  
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参考：所得税の場合の節税方法
少額減価償却資産の取得価額の必要経費算入の特例      

再掲) 
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使用可能期間 取得原価 取り扱い 

1年未満 
10万円未満 取得原価をその年の経費(消耗品費など)にする。  

取得した年に業務の用に使用しなかった場合は、 
経費とせず、棚卸資産として資産計上。 

10万円以上 

1年以上 

10万円未満 
10万円以上 原則 減価償却の対象 

10万円以上  
20万円未満 

選択 一括償却資産として3年にわたり取得価額の
1/3 を各年の経費に計上可能。 
(年間合計金額上限無し)  
※償却資産固定資産税の申告対象外  

10万円以上  
30万円未満 

選択 少額減価償却資産の取得価額の必要経費算入
の特例の適用を受けることで、取得価額の全額を
その年の経費に算入可能。(青色申告のみ) 
※年間合計金額上限は3百万円 

テキスト p.26


